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標とした「日本新生政策」を実行して， 2005年までに日本の 1T 1"革命」を完
成させるものと銘が打たれた。そして，その効果を全産業の競争力強化，国民





1 T 1"革命」を推進する1"1 T戦略会議J，情報化や高齢化に対応した経済構
造「改革」を審議する「産業新生会議」などの設置を決めたが，いずれも，森
首相が所信表明演説で明らかにした「日本新生プラン」実現の核となる機関で












兆円， 1 T (情報技術)推進には 1兆円が充当された。同「政策」では， 1 T 
「革命」を経済発展の起爆剤と位置づけ， 日本を情報通信の最先端国家にするた
めの基礎固めを意図したが，その具体的施策として，第 1に， E-JAPAN構





















































































































































本戦略の実現に向けてひたすら鳶進していったのである。次には， 1 T I革命J
戦略の具体的な目的と意図を追究していこう。
3. I T基本戦略と補正予算の編成









ジアの平和と安定，経済協力，貿易拡大などの諸問題のほか， A S E ANの結
束や統合の強化などについて討議がおこなわれたが，会議後には10カ国首脳が























































的に"推進することにあった。また， 1" 1 T基本法」では，重点課題の一つに
“国際協調"が謡われたが，アメリカのグローバル戦略とデジタル情報産業へ
の対応を主眼とするものであったといえよう。




















せていたのである。いわば 1T I革命」ぬきの 1Tインフラの整備や関連投資
の奔走だけでは，つまるところ貧相な内容で終わるのがオチであった。換言す































































































































































































































一般会計 82兆6，524億円 .2.7% 
一般歳出 48~包6 ， 589億円 1.2% 
軍事費 4兆9，550億円 0.4% 
経済協力 9，547億円 .3.0% 
エネルギー 6，126億円 .3.6% 
社会保障 17兆5，531億円 4.7% 
文教・科学 6兆6，133億円 1.3% 
公共事業 9兆4，352億円 0.0% 
中小企業 1，935億円 .0.4% 
国債費 17兆1，705億円 企21.8%
地方交付税交付金等 16兆8，230億円 12.7% 
歳入のうち
税収 50兆7，270億円 4.2% 
国債 28兆3，180億円 .13.2% 



































































































































































































































































( 8 )拙稿 120世紀末の日本資本主義 (1)J (富大経済論集第47巻第 l号58~59頁)参照



































































































































































ぞれにSA， A， B， C， Dのランクが付いていた。関係者によると，担当役員は特捜部
の事情聴取に対し，盆と暮れの政治献金先を書いたもので， S A は献金額1，000万円， A


























































































































































(62) 1高度情報通信ネットワーク社会形成基本法J(全4章35条・ 2∞o年12月1日制定， 2001年




長田好弘 Ir1 T j)革命と国民生活・社会の発展J( r経済j)2∞o年1月号)での指摘を参
照。































(72)支持率 (1毎日新聞J12月12日付) ・退陣要求率 (1日本経済新聞J12月13日付)
(73)経団連 121世紀を展望した税制改革に向けてJ(7月13日「経団連くりつぷJNo.128) 
(74)厚生年金基金や税制適格退職年金など，従来の確定給付型年金では，加入した期間や給
与等であらかじめ給付される金額が決まっていたが，会社は将来の給付のために毎月の掛
け金を準備し，運用結果によっては積み立て不足が発生することも予想され，そのような
場合には，掛け金を追加して不足分を補うなどの対応を求められた。ところが，運用環境
が低金利や株価低迷などの状況では，運用利回りが当初の予想を下回る場合があるために，
掛け金が上昇して会社の負担増となる場合や，一部には給付を引き下げる会社が生じてき
た。このことが確定拠出年金の要請されるに至った最大の要因である。また， 2001年3月
期からは，退職給付会計が導入されたことにより，積み立て不足は会社の費用として公表
することが義務づけられたために，会社にとって財務上の影響が大きく，何らかの対応策
が要請されたことも大きな要因となった。森政権崩壊後の小泉政権のもとで策定された確
定拠出型年金法案が2001年5月に成立する(法律第88号)。
(75)経団連「今後の税制改正に対する提言J(93年10月)
(76)税制調査会「わが国税制の現状と課題--21世紀に向けた国民の参加と選択--J(7月14日)
(77)全国税税研中央推進委員会「政府税調『中期答申』批判J(2000年7月)参照
所得税最高税率は， 1969年以降の75パーセントから1987年には60パーセントに切り下げと
-65 (65)ー
なり，その後1999年には37パーセントと切り下げられた。法人課税では，租税特別措置が
温存され， 1984年4月以降，基本税率的3パーセントから1999年4月30パーセントに引き下
げられた。 1980年代後半からはじまる消費税の導入，利子所得への一律分離課税，所得税・
住民税の最高税率や法人税率の引き下げなど，一連の税制改革が税負担能力の格差をもた
らし，租税のもつ所得の再分配機能を著しく低下させた結果， 2000年度予算では，消費税
と法人税の国税の税目別収入構成比は共に約20パーセントとなった。直間比率は60対40で
直接税の比重が減少し，消費税は1989年に税率3パーセントで導入され， 1997年に5パーセ
ント(地方消費税含む)となり， 2∞0年度には地方消費税とあわせ12兆3998億円(国税
9兆8560億円 地方消費税2兆5438億円)が国民の負担となったのである。
(78) 20∞年12月19日閣議決定の「予算編成方針」
(79)川辺川ダム(熊本県)や徳山ダム(岐阜県)など，必要性や採算性が見こめないと指摘
されている数多くのダム建設費にも2%増の3，429億円が計上された。
(80)厚生省が 121世紀の医療保険制度~抜本的改革の方向-Jなどで描いていた構想は，サ
ラリーマンの3割自己負担，すべての高齢者からの保険料徴収と2割負担への引き上げで-あっ
た。 2002年5月現在の小泉政権によって，この構想、が強行されようとしている。
(81) 1国立病院・療養所の再編成・合理化の基本方針J(1985年3月29日付閣議報告， 1996年
11月見直し)
(82) 1平成13年度予算及び財政投融資計画政府案」参照
(83) 1資金運用部資金法等の一部を改正する法律J(2∞o年5月24日成立)
(84) 2001年度「財政投融資計画」・「予算及び財政投融資計画の説明」・「財政投融資計画の概
要」・「財政投融資計画の特色J・「財政投融資計画の概要(機関別)J・「財政投融資三表」
など参照
(85) 2001年1月20日ジョージ・ブッシュ大統領就任演説(在日アメリカ大使館document)
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